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　�　採用者の状況

　　平成１９年度に採用された一般職の職員数は、次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

再任用任期付職員選　考競争試験合　計区　分

８１３２２５３９６一般行政職等

７６７６公　安　職

９４９４小 ･中学校教育職

１３５２６５高等学校教育職

８８現　業　職

２９１３１６８１２９３３９合　計

　　（注） １区分の職は、適用給料表の区分になります。

２「競争試験」とは、人事委員会が実施する一般競争試験によって選抜する方法です。

３「選考」とは、教職員や看護師等の特定職種等について主に知事や教育委員会が実施する試験

において選抜する方法です。

４「任期付職員」とは、専門的な知識経験が必要とされる業務や一定の期間内に終了することが

見込まれる業務等に従事させる場合に任期を定めて採用する職員です。

５「再任用」とは、定年退職等により退職した職員を再雇用する方法です。

  

　�　退職者の状況

　　平成１９年度に退職した一般職の職員数は、次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
そ　の　他勧奨退職定年退職

合計区　分
再
任
用
後
の

離
職
者

死
亡
退
職

失
職

懲
戒
免
職

分
限
免
職

普
通
退
職

  
定
年
前
希

望
退
職

勤
務
延
長
後

の
退
職

２４１１７１７２０９１２３４一般行政職等

１１５５７７３公　安　職

１１４２３７８１小 ･中学校教育職

３１２８５４８６高等学校教育職

１７７１５現　業　職

３９１１２０９１７２０２４６４８９合　計

　　（注） 区分の職は、適用給料表の区分になります。 
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　�　職員数の状況

　　＜部門別職員数＞

　　（注） （　）内は、条例定数の合計です。

主な増減理由
対前年
増減数

職員数
区　　分

H２０.４.１H１９.４.１
０３０３０議　　会

一
般
行
政
部
門

業務増（２４）、欠員補充（２）、その他の増（３）、
民間等委託（▲２）、事務の統廃合縮小（▲２８）、
欠員不補充（▲３）、その他の減（▲３）

▲７４５４４６１総　　務

その他の増（１）、事務の統廃合縮小（▲１）、
欠員不補充（▲３）、その他の減（▲２）

▲５１２５１３０税　　務

業務増（５）、欠員補充（１）、その他の増（１）、
事務の統廃合縮小（▲１０）、欠員不補充（▲１）

▲４５３５７労　　働

業務増（６）、欠員補充（５）、その他の増（３）、
事務の統廃合縮小（▲１８）、欠員不補充（▲１３）、
その他の減（▲５）

▲２２９３１９５３農　　水

業務増（２９）、事務の統廃合縮小（▲１７）、欠員
不補充（▲２）、その他の減（▲９）

１１８１１８０商　　工

業務増（４８）、その他の増（７）、欠員補充（５）、
民間等委託（▲１）、事務の統廃合縮小（▲５３）、
欠員不補充（▲２）、その他の減（▲１０）

▲６６５２６５８土　　木

業務増（７）、欠員補充（８）、その他の増（３）、
民間等委託（▲２０）、事務の統廃合縮小（▲１２）、
欠員不補充（▲１）、その他の減（▲４）

▲１９４３９４５８民　　生

業務増（３４）、欠員補充（５）、その他の増（５）、
事務の統廃合縮小（▲３１）、欠員不補充（▲１５）、
その他（▲７）

▲９４３７４４６衛　　生

▲７１３,３０２３,３７３一般行政部門計
その他の増（１８）、その他の減（▲２５）▲７５,７９０５,７９７義務教育

教
育特

別
行
政
部
門

その他の増（１０）、その他の減（▲１３）▲３２,１８４２,１８７高等学校等教育
業務増（３４）、事務の統廃合縮小（▲５８）、欠員不
補充（▲１）

▲２５３６９３９４
学校教育以外の
教育部門

▲３５８,３４３８,３７８小　計
業務増（２５）、事務の統廃合縮小（▲２３）２１,６３６１,６３４警察官

警
察 業務増（１）、その他の減（▲２）▲１２９１２９２その他

１１,９２７１,９２６小　計
▲３４１０,２７０１０,３０４特別行政部門計

業務増（１５）、その他の増（１）、民間等委託（▲
１２）

４５２０５１６病　　院公
営
企
業

会
計
部
門

その他（１）１９８その他
５５２９５２４公営企業会計部門計

▲１００
１４,１０１

（１５,３２１）
１４,２０１

（１５,３２１）
総　合　計

　　＜年齢別職員数＞

　　　　職員数（平成２０年４月１日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

計
６０歳
　
以上

５６歳
～
５９歳

５２歳
～
５５歳

４８歳
～
５１歳

４４歳
～
４７歳

４０歳
～
４３歳

３６歳
～
３９歳

３２歳
～
３５歳

２８歳
～
３１歳

２４歳
～
２７歳

２０歳
～
２３歳

２０歳
　
未満

区分

１４,１０１７０１,３４１１,６７８１,９９２２,０６４１,８９０１,６９３１,３７０１,００３７３３２４５２２職員数
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構成比（平成２０年４月１日） 

　�　定員適正化の状況

　　�知事部局

○　佐賀県では、行政改革基本方針等に基づき、平成７年４月１日から平成１６年４月１日までに知

事部局一般会計の職員を２３４人削減しました。

○　その後、佐賀県行財政改革緊急プログラム（平成１６年１０月策定）に基づき、平成１６年４月１日

現在の職員数３,５３３人を平成２１年４月１日までの５年間に２００人削減し、３,３３３人にすることを目指

して取り組んでまいりましたが、平成１９年１１月に同プログラムを佐賀県行財政改革緊急プログラ

ムVer.２.０に改訂し、職員の削減目標についても平成２３年４月１日までの７年間に５００人を削減し、

３,０３３人にするよう見直しました。

 ○　平成２０年４月１日現在の職員数は３,３１４人で、平成１６年４月１日からの４年間で２１９人を削減し

ました。

（年次別状況（知事部局一般会計））（単位 : 人）

（参考）
最終目標

計H２０.４.１H１９.４.１H１８.４.１H１７.４.１H１６.４.１年

３,０３３３.３１４３.３６２３.４５５３,４９３３,５３３職員数

△５００△２１９△４８△９３△３８△４０増減数
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　　�教育委員会

　教職員については、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律ならび

に公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律等に基づいて、適正な配置に努

めています。

　児童生徒数の減少に伴い教職員数は減少していますが、小学校低学年の少人数学級又はティー

ムティーチングによる指導の選択的導入のための教員を配置するなど必要な教職員の確保を行っ

ています。

　（年次別状況）　　　　　　　　　　　　（単位 : 人）

計H２０.４.１H１９.４.１H１８.４.１H１７.４.１H１６.４.１年

７,９７４７,９８４７,９９０８,０４３８,１４３職員数

△１６９△１０△６△５３△１００増減数

　　�警察

　警察職員については、依然として厳しい治安情勢に的確に対応するため、平成１７、１８年度に警察

署の再編整備を推進するなど、警察力の強化に努めています。

　平成１９年度は、警察官１０人の増員が認められ、警察署を中心に配置するなど、現場警察力を強化

したところです。

計H２０.４.１H１９.４.１H１８.４.１H１７.４.１H１６.４.１年

１,９２７１,９２６１,９１９１,８９３１,８６３職員数

６４１７２６３０増減数

　（年次別状況）　　　　　　　　　　　　（単位 : 人）
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　県職員の給与は、民間の給与実態調査などをもとに県人事委員会が行う勧告（参考：２２頁）に基づき、

条例で定められています。

　�　人件費の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１９年度普通会計決算）

　�　職員給与費の状況

　（平成２０年度普通会計予算）

（注）人件費には、特別職の職員（知事、県議会議員等）に支給される給料、報酬等を含みます。

（参考）平成１８年
度人件費率

人件費率
（Ｂ／Ａ）

人件費（Ｂ）実質収支歳出額 (Ａ )住民基本台帳人口

％
３２.５

％
３２.６

千円
１３２,０９４,４９０

千円
２,６６９,０６２

千円
４０５,６０９,３８９

平成２０.３.３１現在 人
８６４,７３８

１人当たり給与費
（Ｂ／Ａ）

給　　　　与　　　　費職員数
（Ａ） 計（Ｂ）期末勤勉手当職員手当等給　　料

千円
６,４８０

千円
９５,４８７,６９９

千円
２５,２１６,８９２

千円
１０,５８６,９０２

 千円
５９,６８３,９０５

人
１４,７３５

（注）１ 職員には、県立病院好生館及び東部工業用水道局の職員並びに特別職の職員は含みません。

２ 職員手当等には、退職手当は含みません。

　�　特記事項

　　給与抑制措置の状況

　　①　特別職

期間給料区分

H２０.１.１～ H２３.３.３１△１５％知事

〃△１０％副知事

〃△９％常勤の監査委員

〃△９％教育長
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　　�　一般職

　�　ラスパイレス指数の状況

（注）特定幹部職員とは、一般行政職の副本部長級以上の職員及びこれに相当する職員です。

（注）１ 職種区分は、平成２０年地方公務員給与実態調査に基づくものです。

２ 佐賀県の初任給の額は、給与抑制後の額です。

　�　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢

　（平成２０年４月１日現在）

平均年齢平均給与月額平均給料月額区　 　 　 分

４３.８歳４０２,２５９円３３７,４９４円一 般 行 政 職

４２.１歳４４６,０１２円３３４,５９２円公    安    職

４３.８歳４１８,９８０円３７４,９１３円小・中学校教育職

４３.３歳４２２,９２８円３７２,７６５円高等学校教育職

４９.０歳３６９,１１２円３２７,１３２円現　　 業　　 職

期間管理職手当給料区分

H２０.１.１～ H２３.３.３１△１０％△６％特定幹部職員

〃〃△５％
特定幹部職員以外
の管理職員

H２０.４.１～ H２３.３.３１－△４％その他の職員

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す

指数です。

　�　職員の初任給

（平成２０年４月１日現在）

国佐　賀　県区    　　　　　 分

１７２,２００円１６５,３１２円大　学　卒
一 般 行 政 職

１４０,１００円１３４,４９６円高　校　卒

２０２,２００円１８０,０００円大　学　卒
公　　安　　職

１５８,１００円１５１,７７６円高　校　卒

－１８５,０８８円大　学　卒小・中学校教育職

－１８５,０８８円大　学　卒高等学校教育職
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（注）１ 「給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当

などの諸手当の額を合計したものです。

２ 職種区分は、平成 20 年地方公務員給与実態調査に基づくものです。

　�　職員の経験年数別平均給料月額

（平成２０年４月１日現在）

（注）　 平成１８年４月の給与構造見直しに伴い、従前の１級と２級および４級と５級が統合されたため、５

年前の構成比はそれらの値を合算したものとなっています。

経験２０年経験１５年経験１０年区　　　　　　　分

３５８,８０４円３１９,６９９円２５６,７７３円大　学　卒
一 般 行 政 職

２９４,５３１円２５６,２５２円２０８,９３２円高　校　卒

３６９,９２０円３０３,５０４円２６９,６５６円大　学　卒
公　　安　　職

３１９,０８０円２８６,３５９円２３８,２１８円高　校　卒

３８２,２２６円３５４,３７９円２９３,５６３円大　学　卒小・中学校教育職

３９０,３２２円３５９,７２０円２９５,６６６円大　学　卒高等学校教育職

２８７,００８円２３３,３４４円－高　校　卒現　　業　　職

（注）１　職種区分は、平成２０年地方公務員給与実態調査に基づくものです。

２　現業職の経験１０年の区分は、該当者がいないか少人数のため記載していません。

　�　一般行政職の級別職員数

（平成２０年４月１日現在）
（参考）構成比（％）構成比

（％）
人員
（人）

標準的な職務級
５年前１年前

０.３０.２０.４１２本庁の本部長の職務又は相当職９級

１.２１.５１.６５１本庁の副本部長の職務又は相当職８級

３.０３.３３.２１０４本庁の困難な業務を所掌する課長の職務又は相当職７級

３.５３.７４.２１３６本庁の課長の職務又は相当職６級

１７.７１９.６１９.４６２８本庁の困難な業務を処理する副課長の職務又は相当職５級

３９.３３９.７４０.２１,３０３
１本庁の副課長の職務又は相当職
２本庁の困難な業務を処理する係長の職務又は相当職

４級

２１.６２０.０１９.３６２５本庁の係長の職務又は相当職３級

７.１５.５５.５１７７高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事・技師２級

６.３６.５６.２２０１定型的な業務を行う主事・技師１級

１００.０１００.０１００.０３,２３７計
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②　退職手当

（平成２０年４月１日現在）

職員の手当の状況

①　期末手当及び勤勉手当

（平成２０年４月１日現在）

（注）支給対象職員１人当たり平均支給年額は、平成１９年度普通会計決算によるものです。

国佐　　賀　　県
区　　分

勤 勉 手 当期 末 手 当勤 勉 手 当期 末 手 当
０.７５０月分
０.９５０月分
０.３５０月分

１.４０月分
１.２０月分
０.７５月分

０.７５０月分
０.９２５月分
０.３５０月分

１.４０月分
１.２０月分
０.７５月分

６月期
支　

給　

割　

合

０.７５０月分
０.９５０月分
０.４００月分

１.６０月分
１.４０月分
０.８５月分

０.７５０月分
０.９２５月分
０.４００月分

１.６０月分
１.４０月分
０.８５月分

１２月期

１.５０月分
１.９０月分
０.７５月分

３.００月分
２.６０月分
１.６０月分

１.５０月分
１.８５月分
０.７５月分

３.００月分
２.６０月分
１.６０月分

計

有有
職制上の段階、職務の級
等による加算措置

（注）１　支給割合の中段は特定幹部職員に、下段は再任用職員にかかる率です。

２　佐賀県の特定幹部職員とは、一般行政職の副本部長級以上の職員及びこれに相当する職員で

す。

国佐　　賀　　県
区　　分

勧奨・定年自 己 都 合勧奨・定年自 己 都 合

３０.５５月分２３.５月分３０.５５月分　２３.５月分勤続２０年
支
給
割
合

４１.３４月分３３.５月分４１.３４月分３３.５月分勤続２５年

５９.２８月分４７.５月分５９.２８月分４７.５月分勤続３５年

５９.２８月分５９.２８月分５９.２８月分５９.２８月分最高限度

定年前早期退職の特例措置
（２％～２０％加算）

定年前早期退職の特例措置
（３％～３０％加算）

その他加算措置

無無退職時特別昇給

自己都合　　　　３,９０２千円
勧奨その他　  　２７,２１４千円

１人当たり平均支給額

③　地域手当

（平成２０年４月１日現在）

医師 ､歯科医師
福岡県
太宰府市

福岡市大阪市
東京都
特別区

支給対象地域等

１３ ％３ ％９ ％１３ ％１６ ％支　　給　　率

８４ 人１ 人３ 人５ 人１６ 人支給対象職員数

１３ ％３ ％９ ％１３ ％１６ ％国の制度（支 給 率）

５５８,６５７円
支給対象職員１人当たり

平均支給年額
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④　特殊勤務手当

（平成２０年４月１日現在）

３５.４％手当支給職員数の割合

５９,４９８円
支給対象職員１人当たり
平均支給年額

 ３７　種類手　当　の　種　類

警務作業手当、教員特殊業務手当、教育業務連絡指導手
当、教務手当、税務手当

支給額の多い手当
代表的な手当の名称

教員特殊業務手当、警務作業手当、教育業務連絡指導手
当、用地交渉従事手当、税務手当

多くの職員に支給
されている手当

（注）支給対象職員１人当たり平均支給年額は、平成１９年度普通会計決算によるものです。

⑦　住居手当

（平成２０年４月１日現在）

国の制度との異同内　　　　　　　　　　　容

同

自　　　宅 ���������������� ２,５００円
 ������������ （新築・購入５年以内に限る）

借家・借間　　　　最高支給限度額 ����� ２７,０００円

⑤　時間外勤務手当

２,２６２,９８７　千円支　　給　　総　　額
平成１９年度

（普通会計決算）
１６５,４７１　　円職員１人当たり平均支給年額

２,３３２,０５０　千円支　　給　　総　　額
平成１８年度

（普通会計決算）
１６９,２８４　　円職員１人当たり平均支給年額

⑥　扶養手当

（平成２０年４月１日現在）

国の制度との異同内　　　　　　　　　　　容

同

支給月額扶養親族の区分

１３,０００　円   配　偶　者

　１１,０００　円配偶者がない場合の１人目
子・父母等

６,５００　円上記以外

また、満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子がいる場合
１人につき５,０００円を加算 
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⑧　通勤手当

（平成２０年４月１日現在）

国の制度との異同内　　　　　　　　　　　容

一部異なる。
（本県の交通事情を考慮し
て原動機付交通用具におけ
る手当区分を独自に設定）

交通機関利用者
　全額支給限度額 ���������������� ５５,０００　円

交通用具使用者
　最高支給限度額
　　自動車・バイク ��������������� ３８,４００　円
　　自転車 ������������������� ２０,９００　円

特別急行列車等利用者
　　　　　　　　　　最高加算限度額 ������� ２０,０００　円

�　特別職の報酬等

（平成２０年４月１日現在）

期　末　手　当給料月額又は報酬月額区　分

（支給割合）

 ６月期　 ������ １.６０月分
１２月期　 ������ １.７５月分
　 計　 ������� ３.３５月分

（給料月額） ������� １,０１１,５００　円
（　 〃　 ）　 ������ ８４６,０００　円

知　　　事
副　知　事

（報酬月額）　 ������ ９４０,０００　円
（　 〃　 ）　 ������ ８２０,０００　円
（　 〃　 ）　 ������ ７６０,０００　円

議　　　長
副　議　長
議　　　員

（注）知事及び副知事の給料月額は、給与抑制後の額です。
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　�　勤務時間等

　　①　勤務時間

　勤務時間は、休憩時間を除き１日について８時間、１週間について４０時間です。

一般的な職員の勤務時間は、本庁は午前８時３０分から午後５時３０分、現地機関は午前８時３０分から

午後５時１５分までとしていますが、公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要の

ある職員（以下「交替制等勤務職員」という。）等の勤務時間の割振りは、各任命権者が別に定めて

います。

　　②　週休２日制

　日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間が割り振られていない日）です。

　交替制等勤務職員の週休日は、各任命権者が別に定めています。

　�　休日

　職員の休日は、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日

（同法に規定する休日を除く。）となっています。

　�　休暇等

　年次休暇、病気の場合の休暇及び育児のための休暇等、次のようなものがあります。

摘　　　要休　暇　等　の　期　間休暇等の種類

１年につき２０日間年次休暇

７月１日から９月３０日までの期間に、
原則として連続する３日以内

夏季休暇

公務災害であると認定され、勤務するこ
とが困難な場合

医師の証明等により必要と認める期
間

公務災害休暇

職員定期健康診断の結果、療養、休養を
命じられた場合など

・勤続年数１年未満の者　６月以内
・１年以上５年未満の者　１年以内
・５年以上の者　　　１年６月以内

結核性疾患休暇

公務災害以外の負傷や病気により勤務
が困難な場合

引き続き９０日（高血圧症等であるとき
は１８０日）以内

病気休暇

生理日の勤務が著しく困難な女子職員
が請求した場合

２日以内
生理休暇

妊娠中又は産後1年以内の女子職員が保
健指導又は健康診査を受ける場合

１回につき１日の正規の勤務時間の
範囲内で必要と認められる時間
・妊娠満２３週までの期間

４週間に１回
・妊娠満２４週から３５週までの期間

　２週間に１回
・妊娠満３６週から出産までの期間

　１週間に１回
・産後１年までの期間

１年に１回

産前及び産後通
院休暇

交通機関を利用して通勤している妊娠
中の女子職員が、その交通機関の混雑の
程度が母体又は胎児の健康保持に影響
があると認められ、職員が請求した場合

１日につき１時間を超えない範囲内
で必要と認められる時間妊娠通勤緩和休

暇
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妊娠中の女子職員がつわりのため勤務
することが困難な場合

７日を超えない範囲内で必要と認め
られる期間

妊娠障害休暇

産前　８週間（多胎妊娠の場合は、　
　　　１４週間）以内
産後　８週間

産前休暇及び産
後休暇

職員が配偶者の出産により退院の付添
い等に従事するため休暇を請求した場
合

配偶者の出産の日から１４日以内にお
いて３日を超えない範囲内で必要と
認められる期間

出産補助休暇

配偶者が妊娠・出産期にある職員が出産
に係る子又はそれ以外の小学校就学前
の子の育児を行うため請求した場合

産前８週間（多胎妊娠１４週間）から産
後８週間までの期間において５日以
内

配偶者出産時育
児休暇

生後２年に達しない子を育てている職
員が、その子を保育するため請求した場
合

１日２回を超えず、かつ、合計９０分以
内（男性職員の場合は当該子の母親と
の調整がある）

育児休暇

中学校就学前の子を養育する職員が、そ
の子の看護のため勤務しないことが相
当と認められる場合

５日の範囲内
（対象となる子が２名以上の場合は
６日の範囲内）

子の看護のため
の休暇

職員が3歳に満たない子を養育する場合。
休業期間は、無給。

子が生後３年に達する日までの間で
承認があった期間

育児休業

職員の配偶者、子、父母等で負傷、疾病
又は老齢により2週間以上にわたり日常
生活を営むのに支障がある者を介護す
る場合。無給休暇。

連続する６月の期間内

介護休暇

親族等が死亡した場合。職員が結婚し
た場合。

忌引　死亡した者により１０日から１
日の連続する日数

父母の祭日　１日
婚姻　７日

慶弔休暇

職員が骨髄移植の骨髄液を提供するた
めに休暇を請求した場合

必要な検査、入院等に要する期間の
範囲内

骨髄移植のため
の休暇

職員が報酬を受けないで被災者、障害者
等に対する支援活動などを行う場合

１年に５日の範囲内ボランティア休
暇

・　選挙権等公民権行使の場合
・　証人、鑑定人等として国会、裁判

所等へ出頭する場合
・　感染症等予防のため法により交通

制限・遮断等があった場合
・　非常災害等による交通遮断・途絶

の場合
・　天災事変による住居滅失等の場合
・　交通機関の事故等の場合

勤務しないことがやむを得ないと認
められるときに、その都度、必要と認
められる期間。
ただし、住居滅失は、一週間を超えな
い範囲。

その他の特別休
暇
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　�　分限処分の状況

　　　分限処分とは、職員が一定の事由によってその職責を果たし得ない場合に、公務の遂行を確

保するためなされる職員の意に反する不利益な身分上の変動を伴う処分をいいます。

　平成１９年度の分限処分者数は、次のとおりです。

（単位：人）

合計降給休職免職降任
処分の種類

処分事由

勤務実績が良くない場合

２３２２３２心身の故障の場合

１１職に必要な適格性を欠く場合

職制 ､定数の改廃、予算の減少による
廃職、過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

１１条例で定める事由による場合

２３４２３３１合　　　計

（注）条例で定める事由による場合とは、学校、研究所等において学術に関する事項の

調査、研究、又は指導に従事する場合及び職員が災害により行方不明となった場

合です。

　�　懲戒処分の状況

　　　懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する責任を追及し、その制裁として行う処分をい

います。

　平成１９年度懲戒処分者数は、次のとおりです。

（単位：人）

合計免職停職減給戒告
処分の種類

処分事由

３３法令に違反した場合

職務上の義務に違反し、又は職務を
怠った場合

９１３３２
全体の奉仕者たるにふさわしくない非
行のあった場合

１２１３６２合　　　計
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　�　職務専念義務

　　　職員は、法律や条例に特別の定めがある場合以外は、勤務時間中に職務以外のことに従事したり、勤

務時間中注意力を職務外のことにそらしたりすることのないようにして、職務のみに従事しなければ

なりません。

　ただし、条例に定める事由に該当する場合は、あらかじめ承認を得れば、職務に専念する義務を免除

されます。

　（条例に定める事由）

・　研修を受ける場合

・　厚生に関する計画の実施に参加する場合

・　その他人事委員会規則（「職務に専念する義務の特例に関する規則」）に定める事項に該当する場

合

　�　営利企業等への従事制限

　　　職員は、地方公務員法の規定により任命権者の許可を受けなければ、営利企業等の役員等を兼ねる

ことや自ら営利企業を営むこと、その他報酬を得ていかなる事業又は事務にも従事することはできま

せん。

　許可の基準としては、その職員の占める職と、当該営利事業等との間に特別な利害関係又はその発

生のおそれがなく、かつ営利企業に従事しても職務の遂行に支障がないと認める場合その他法の精神

に反しない場合の外はこれを許可しないこととしています。

　なお、教職員については、教育公務員特例法の規定により、教育に関する他の職を兼ねることや教育

に関する他の事業、事務に従事することが、本務の遂行に支障がないと任命権者が認める場合、その職

を兼ねることや業務に従事することができます。
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　�　研修の状況

　　①　一般行政職員等

　職員の行政遂行能力の向上等を図るため、平成 19 年度は以下の区分により研修を実施しました。

○修習所研修：職員に職務を遂行するために共通して必要な能力、知識・技能等を習得させるこ

とを目的として、自治修習所が実施する研修

○部 局 研 修：職員に本部等の業務を遂行するために必要な専門的な知識、技能等を習得させる

ことを目的として、当該業務を所管する部局長が実施する研修

○職 場 研 修：職場内において日常の業務を通じ、若しくは職務に関連させて、職員にその職務

の遂行に必要な知識、技能、態度等を習得させることを目的として実施する研修

○派 遣 研 修：職務を遂行するために必要な高度で専門的な知識・技術を習得させることを目的

として、職員を外部機関に派遣する研修
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　なお、主な研修（修習所研修）は、次のとおりです。

　　②　教育職

　教職員に対し、平成 19 年度は以下の研修を実施しました。

ア　職務遂行に必要な専門的知識・技能の向上を図るため、指定された該当者が受講する研修

イ　教科・領域等を中心に、実践的指導力の向上を図るための希望に基づく研修

ウ　専門的な知識・技術を高め、各学校における指導的役割を果たす教職員の育成を図るため、

一定期間に断続的に行う研修

　なお、主な研修は次のとおりです。

修了者数
（人）

研　　修　　名　　等区　　　分

１,０１８

２５０

受講を希望し、所属長の推薦を受けた職員を対象とした研修
　集合研修）

・問題解決力
・行政経営品質
・県民満足のためのマーケティング　等（２９講座）

　ｅラーニング）
・ケースで学ぶ経営戦略
・リスクマネジメント
・人を動かすプラン＆プレゼンテーション　等（１６講座）

コンピテンシー能
力開発研修

３３
６６８
９０５
３４９
１２２

管理職員を対象とした研修
・ニューリーダー研修（新任所属長研修）
・管理職員早朝研修
・管理職重要課題・政策研修
・行政マネジメント研修（管理監督者研修）
・コンピテンシー育成評価者研修

管理職員等マネジ
メント研修

８１
平成１８年度中途及び平成１９年４月１日付け採用職員を対象とした研
修

・新規採用職員研修（第Ⅰ期～第Ⅳ期）

新規採用職員研修

３
２０

本部長等の秘書業務を行う職員を対象とした研修
・秘書課秘書研修
・本部長秘書研修

秘書研修

１７
１７
８

３０

希望者及び本部長等が推薦する職員を対象とした研修
・公務員倫理指導者養成研修
・人権、同和問題指導者養成研修
・接遇指導者養成研修（フォロー研修）

新採（新規採用者）トレーナーに選任された職員を対象とした研修
・新採トレーナー研修

職場研修指導者養
成研修

２,０９０

４９
８

係長職未満の全職員を対象とした研修
・コンピテンシー育成評価一般職員研修

本部長等が推薦する副課長又は係長
・ファシリテーター養成研修
・パブリックマネジメント力養成研修

その他

修了者数
（人）

研　　修　　名　　等区　　　分

１６０
１２０

新たに採用された教職員等を対象とした研修
・新規採用教職員研修
・初任者研修

アに該当する研修
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３３
５０
６９
４９
３７
３７
８４
８１
６３
６６
７６
９４
３２
１８０

校長、教務主任、学年主任、生徒指導主事等　職務を対象とする研修
・新任校長研修
・新任教頭・県立学校新任事務長研修
・新任教務主任研修会（小・中・県立学校）
・中・県立新任進路指導主事研修
・小学校新任生徒指導担当教員研修
・中・県立新任生徒指導主事研修
・新任学年主任研修
・小学校・中学校新任研究主任研修
・安全な理科実験・観察の指導研修
・特別支援学級・通級指導教室新任担当教員研修
・寄宿舎指導等研修
・常勤講師研修
・情報教育コーディネータ養成研修
・指導主事研修会

　他

１２５
１３２
１５２

一定の在職期間に達した教職員を対象とした研修
・若年教員基礎研修（２年）
・教職経験者研修会（５年） 
・教職経験者研修会（１０年）

１,７０８

すべての校長、教頭、教諭を対象に３年に一回（特殊教育諸学校は４
年に１回）行う研修

・教育課程研究集会

６９
１,２０４

特別支援教育推進事業
・管理職対象研修
・特別支援教育コーディネータ等スキルアップ研修

１,２３８
人権・同和教育に関する研修

・人権・同和教育担当者地区別研修会　他

２,３９５体育保健課が行う学校体育主任研修会　等

７７
９４６
４１０

７５８
２１１

（２,４０２）

教育センターで行う専門研修
・幼児教育講座（１講座）
・教科に関する講座　（３０講座）
・領域に関する講座　（１４講座）
・生徒指導、教育相談、特別支援教育に関する講座
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６講座）
・情報教育に関する講座　（１６講座）

イに該当する研修

６３９体育保健課が行う体育指導者講習会　等

１５
１４
６２７

・教育相談集中講座
・情報スキルアップ集中講座
・小学校英語活動指導者養成研修会

ウに該当する研修

　　③　公安職

　警察教養は、警察職員一人ひとりが、警察法の精神にのっとり、民主警察の本質と警察の責務とを

自覚し、職務に係る倫理を保持し、適正に職務を遂行する能力を修得することを目的とします。

この目的を達成するため、平成１９年度は、次の事項を行いました。
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ア　職務倫理を保持させること。

イ　階級及び職に応じて組織の管理者としての能力を養うこと。

ウ　警察に関する学術を修得させ、職務を遂行するための警察実務に関する知識、技能、体力、判断

力及び行動力を養うこと。

          　　　　　　　　　　　　警察教養規則（国家公安委員会規則　平成１２年４月１日施行）

　なお、主な研修（修習所研修）は、次のとおりです。

修了者数
（人）

研　　修　　名　　等区　　　分

５０
２１
４

採用時教養
　新規採用職員に対する職務倫理及び警察実務教養

警察官（大卒）　２クラス
警察官（高卒）　１クラス
一 般 職 員　 １クラス

警察学校等の研修 １７
１６

昇任時教養
　昇任者に対する幹部研修

警部補任用科　　１クラス
巡査部長任用科　１クラス

３４５

専科教養
　現任職員に対する警察実務教養

・２３課程２５専科

４
職場教養
　九州管区青年警察職員合宿研修

８８

昇任時教養
　昇任者に対する幹部教養

・１５課程警察大学校、管区
警察学校の研修

１０１

専科教養等
　現任職員に対する警察実務教養

・８９課程

　　④　勤務成績の評定の状況

　（ア）　知事部局

　適正な人員配置や職場での教育訓練の参考とするため、職務上の行動をもとに評価を行いました。

評価の対象は、副本部長級以下の正職員です。職員能力開発モデル（コンピテンシーモデル）を使っ

て、本人が自己評価を行い、直属の上司と更に上位の上司は評価を行います。被評価者と評価者は

面談により評価点が異なるところや被評価者の能力開発について意見交換を行い、評価点を決定し

ます。最終的な評価点は本人にも伝えられ、本人の納得性を担保します。

②　教育委員会

　適材適所の人員配置の参考とするため、勤務実績や能力などについて評定を行いました。勤務評

定の対象は、すべての正規の教職員です。教頭及び事務長を補助評定者として、校長が評定者とな

り、平成１９年９月１日又は平成１９年１２月１日を基準日として、勤務評定規則に基づき勤務評定を

行っています。
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③　警察

　人事管理及び人事配置の参考とするため、勤務成績、人物、職務の適性について、勤務評定を行

いました。評定の対象者は、警視級、課長級以下の職員です。課長補佐級以上の上司が評定者とな

り、平成１９年１２月３１日を基準日として、被評定者が評定者と面接して自己評価を行った後、勤務評定

を行い、更に評定者より上位の者が勤務評定の不均衡を調整します。
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　�　福祉の状況

①　職員の安全衛生

　　　職員の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境を促進するため、労働安全衛生法（昭和４７

年法律第５７号）及び各任命権者の安全衛生管理規程に基づき、各職場に安全管理者、衛生管理者、安

全衛生推進者及び産業医等を配置し、職員の安全 ･衛生の維持・向上に努めています。

また、産業医及び衛生管理者等の講習会への派遣並びに所属長及び衛生管理者等、職場で職員の健康

管理を担当している者を対象とした健康管理講演会の開催により知識 ･技術の向上に努めています。 

②　職員の健康管理

　　　職員の健康状態を把握し、生活習慣病、結核及び職業病などの健康障害を早期に発見するため、労働

安全衛生法等に基づき、事業主に義務づけられている定期健康診断や、生活習慣病健診、特定業務従事

者を対象とした特別健診を実施しています。

また、職員個人に適した健康管理と健康の回復を図るため、内科医及び精神科医による健康相談等を

実施しています。

　健康診断の内容

主  な  内  容区   分

胸部Ｘ線撮影、尿検査、心電図検査、血液生化学検査 等定 期 健 康 診 断

胃健診、大腸健診、婦人健診、人間ドック生活習慣病健診

振動病健診（知事部局、教育委員会のみ）、ＶＤＴ健診、ＨＣ
Ｖ抗体検査 等

特 別 健 診

③　その他の福利厚生

　各任命権者においては、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第４２条に基づき、職員の健康増進

と親睦を図るための球技大会（知事部局）や生涯生活設計の確立とその実現を図るためのライフプ

ラン講演会を開催しています。

　また、職員の福利増進により公務能率の向上を図るため、職員の相互共済制度に関する条例（昭

和３１年佐賀県条例第５６号）に基づき設立された職員互助会が実施する福利厚生事業に対し助成して

います。（平成１９年度県補助額　４０,５４９千円）



�������	
�������

��

　�　利益の保護の状況

　地方公務員法には、職員の権利を保護するための制度として、勤務条件に関する措置要求制度（同

法第４６条）及び不服申立て制度（同法第４９条の２）が規定されています。

　職員は、勤務条件に関する措置要求制度により、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、人事委

員会に対して、地方公共団体の当局により適当な措置がとられるべきことを要求することができ、ま

た、懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けた職員は、不服申立て制度により、人事委員会に対

して、行政不服審査法に基づく不服申立てをすることができます。

　これらの制度の状況は、Ⅱ－３勤務条件に関する措置の要求状況（２５頁）、Ⅱ－４不利益処分に関す

る申立ての状況（２５頁）のとおりです。
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　�　競争試験　（平成１９年度）

　職員の採用は有為な人材を確保するため、受験者について、職務遂行に必要な知識、技術、その他の

能力を検証するため、それぞれの試験区分ごとに効果的な方法により実施しています。

①大学卒業程度

○通常試験

　　試験の内容　・第１次試験：教養試験、専門試験

　　　　　　　　・第２次試験：論文試験、面接試験、集団討論（行政のみ）

○U・I ターン型民間企業等職務経験者

　　試験の内容　・第１次試験：課題論文、職務経歴書による書類選考

　　　　　　　　・第２次試験：論文試験、面接試験

②短期大学卒業・高校卒業程度

　　試験の内容　・第１次試験：教養試験、専門試験（行政、警察事務除く）、適性試験（行政、

　　　　　　　　　　　　　　　警察事務）

　　　　　　　　・第２次試験：論文（作文）試験、面接試験

③警察官Ａ（大卒）、警察官B（高卒）

　　試験の内容　・第１次試験：教養試験、体力試験（武道指導区分除く）、実技試験（武道指導

　　　　　　　　　　　　　　　区分）

　　　　　　　　・第２次試験：論文（作文）試験、面接試験、集団討論（武道指導区分を除く）

（単位：人）　　　　　　　

最終合格者
数

第１次試験
合格者数

受験者数
受験申込
者数

区　　分

１９４８３２３４４１行政大学
卒業
程度 １２３４１８２２２８学校事務

２９３０４９警察事務

８２０４４５２総合土木

２４１２１３建築

２８３１４５化学

１１３２６３７６農政

２５８１２林業

３６１６２３水産

２４１２１７薬剤師
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３１２４４４７保健師大学
卒業
程度 １５１２１６少年補導職員

６７１８７７７７１,０１９計

８２６３１３３１３Ｕ・Ｉターン型民間

８２２６９７５学校栄養職員
短大
卒業
程度

２８２７２９臨床検査技師

１０３０９６１０４計

２８４８５９行政

高校
卒業
程度

１６２４２４警察事務

１４８８総合土木

４１８８０９１計

３８７６１５４２０８警察官A（男性）第
１
回

警　

察　

官

３６２４３６警察官A（女性）

３３６４２２０３４８警察官A（男性）第
２
回 ２６３８６８警察官A（女性）

３１７７２６９３６６警察官B（男性）

２６５３８５警察官B（女性）

１０９２３５７５８１,１１１計

　�　選考（平成１９年度）

　　　①　採用選考の状況（②を除きます。）　

　職員の採用は原則として競争試験によりますが、競争試験を行っても十分な受験者が得られない

ことが予想される職種や職務と責任の特殊性により職務の遂行能力について、その順位の判断が困

難な場合には選考により職員を採用しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

※１　警察官Ａ・Ｂ（男性）には武道指導区分を含みます。

合　格　者　数
職　　種

計警察本部教育委員会知事部局

３６３６医師

３１１３０看護師等

３３獣医師

３３理学療法士等

５１４１３３４行政職員

１１１１公安職員

※ 国、他県及び県内市町村職員等を本県職員に採用する場合を含みます（行政職・公安職等）。
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　�　職員の給与等に関する報告及び勧告

　　　　地方公務員法第８条第１項、第１４条第２項及び第２６条の規定に基づき、平成１９年１０月９日、県議会

議長及び知事に対し、職員の給与、勤務時間その他の勤務条件について報告及び勧告を行いました。

　その概要は次のとおりです。

　【報告及び勧告の概要】

　　　①　公民の給与較差に基づく給与改定

　　　　ア　民間給与実態調査

　企業規模５０人以上、かつ、事業所規模５０人以上の県内民間事業所３５９事業所から無作為に

１４６事業所を抽出し、４月分の給与について職種別に実地調査（調査完了１３８事業所）

　　　② 身体障害者を対象とする県職員採用選考

　障害者の雇用を促進するため、障害程度が１級から４級までの人を対象として、採用選考試験

（１次試験：教養試験、２次試験：作文試験・面接試験）を実施しました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

最終合格者数第１次試験合格者数受験者数受験申込者数区　分

１

８１３１６

行政

２学校事務

１警察事務

　　　③　昇任選考

　知事部局係長級以上の職及び警察本部の警視等について人事委員会が選考により職員の昇任を

行っています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

合　格　者　数

任命権者 公安職員行　政　職　員

警視係長級副課長級課長級副本部長級本部長級

９２７３６５２１６知事部局

１０１３９３教育委員会

１０１１１警察本部

２１議会事務局

１１監査委員事務局

１１人事委員会事務局

１選挙管理委員会事
務局

１０９０７７２４７計
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　　　　イ　公民給与の比較

＜月例給＞

　平成１９年４月の県職員給与（行政職給料表適用職員）と民間の事務・技術関係職務の従業

員の給与について、役職段階・学歴・年齢別に対比してラスパイレス方式により較差を算出

民　　　間　　　３８１,３９４円

県　職　員　　　３８０,７４８円　（平均年齢：４３歳１１月）

公 民 較 差        　 　６４６円　（ ０.１７％）

＜期末・勤勉手当＞

　昨年冬と本年夏の１年間の民間の支給実績（支給割合）と県職員の年間支給月数を比較民

間の支給割合４．４９月　（県職員の支給月数４．４５月）

　　ウ　給与改定の内容と考え方

＜月例給＞

　（ア）給料表

　初任給を中心に若年層に限定した改定（中高齢層は据置き）

ａ　行政職給料表

改定率　１級　１.１％、２級０.８％、３級　０.０％。４級以上は改定なし。

初任給　大卒程度１７２,２００円（現行１７０,２００円）、高卒程度１４０,１００円（現行１３８,４００円）

ｂ　その他の給料表

行政職給料表との均衡を基本に改定

　（イ）扶養手当

　少子化対策の推進に配慮し、子等に係る支給月額を５００円引上げ（６,０００円→６,５００円）

　（ウ）地域手当

　地域手当の改定を円滑に進めるため、東京都特別区の支給割合について、今後の改定

分の一部を繰り上げて改定（本年度分として０.５％の引上げを追加、１４％→１４.５％）

［実施時期］　平成１９年４月１日

＜期末・勤勉手当＞　

民間の支給割合に見合うよう引上げ　４.４５月分→４.５月分

（一般の職員の場合の支給月数）

１２月期６月期

１.６　月（改定なし）
０.７７５月（現行０.７２５月）

１.４　月（支給済み）
０.７２５月（支給済み）

１９年度　期末手当
　　勤勉手当

１.６   月
０.７５ 月

１.４　月
０.７５ 月

２０年度　期末手当
以降　　勤勉手当

［実施時期］　条例公布の日

＜その他＞

ａ　特殊勤務手当

　手当ごとの業務の実態等を精査などして、引き続き見直しを進めることが必要

ｂ　教育職の給与

　学校教育法の改正に伴う新たな職（副校長、主幹教諭、指導教諭）の給与につい

て、引き続き調査研究を行うことが必要

　教育職の給与の在り方については、国における検討の状況等を注視することが必

要



�������	
�������

��

　②　給与構造の見直しについて

給与構造の見直しについては、計画的かつ着実に推進し、職務・職責をより重視する給与制度へ

の転換を図ることが必要

・地域手当の支給割合の改定

　支給地域（東京都特別区、大阪市等）ごとの支給割合を改定（平成２０年４月１日から実施）

　③　その他の報告事項

　　ア　能力・実績に基づく人事管理の推進

・任命権者と連携しながら、今後とも公正で納得性の高い、能力・実績に基づく人事管理制

度の整備について、調査研究を進めていくことが必要

・調査研究に当たっては、職員の意欲の維持向上につながるよう留意し、勤務実績の給与へ

の反映のあり方についても、本県の実情等を踏まえ検討を進めていくことが必要

イ　多様な有為の人材の確保・育成

・引き続き任命権者と緊密に連携しながら、多様な有為の人材の確保に向け、効果的な募集、

人物重視の面接試験の実施など試験制度全般や民間等からの選考採用など採用のあり方に

ついて検討を進めていくことが必要

・人材の育成については、任命権者における職員の能力開発・人材育成の取組を引き続き推

進していくことが必要

ウ 勤務環境の整備

・ 超過勤務の縮減、年次休暇の取得促進を図ることが重要であり、事務事業の見直しや事務

処理の改善などの取組をなお一層進めるとともに、厳正な勤務時間管理や管理職・職員の意

識改革を図るなど、時間効率の向上に向けた取組が必要

・ 職員の職業生活と家庭生活の両立支援のための新たな勤務時間制度の導入などの取組をさ

らに進めていくことが必要

・ 人事院においては、来年を目途として、勤務時間の見直しに関する勧告を行ないたいとさ

れており、その見直しについて検討していくことが必要

・ メンタルへルス対策の充実について、今後一層取り組むことが必要

・ パワー・ハラスメントの問題も含め、引き続き職員が働きやすい職場環境の確保のための

対策を推進していくことが必要

エ　男女共同参画社会の実現に向けた取組

・女性職員の能力活用・育成・登用等の取組のより一層の推進に努力することが必要

・引き続き職業生活と家庭生活の両立支援の取組の推進に努めていくことが必要
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�　教育職員の給与に関する報告及び勧告

　地方公務員法第８条第１項、第１４条第２項及び第２６条の規定に基づき、平成２０年２月６日、県議会

議長及び知事に対し、教育職員の給与について報告及び勧告を行いました。

　その概要は次のとおりです。

【報告及び勧告の概要】

　学校教育法の改正に伴い、教育委員会において「主幹教諭」を平成２０年４月から設置する方針を

決定されたことから、主幹教諭の職務と責任に応じた適切な処遇を確保するため、現行の教育職給

料表（高等学校等教育職給料表及び中学校・小学校教育職給料表）を改正し、２級と３級の間に新

たな級（特２級）を新設

［実施時期］　平成２０年４月１日

３　勤務条件に関する措置の要求状況（平成１９年度）

　措置要求制度は、職員から給与、勤務時間、その他の勤務条件に関し適当な行政上の措置を求める要

求があった場合、人事委員会が必要な審査をしたうえで判定し、あるいは必要な措置の勧告を行う方

法で事案の解決に当たるものです。

　平成１９年度は、新たな措置要求はなく、年度末現在、係属している事案はありません。

４　不利益処分に関する不服申立ての状況（平成１９年度）

　不服申立制度は、職員から懲戒処分、分限処分その他その意に反する不利益な処分を受けたとして

不服申立てがあった場合に、人事委員会が事案ごとに審理を行い、処分を承認し、又は修正し、若し

くは取り消す判定を行うものです。

　平成１９年度は、新たな不服申立てはなく、前年度から繰越した１４，８５７件（２４事案）が係属しました

が、そのうち判定を行ったもの（処分承認）が１件（１事案）で、取り下げを受理したものが１件（１

事案）です。

年度末現在
係属件数

処　理　件　数不服申立件数

Ｂ

前年度末現在
係属件数
Ａ

区　　分
Ｂの処理件数Ａの処理件数

（０）
０

（０）
０

（０）
０

（０）
０

（０）
０

（０）
０

分限処分

（２２）
１４,８５５

（０）
０

（２）
２

（２）
２

（０）
０

（２４）
１４,８５７

懲戒処分

（２２）
１４,８５５

（０）
０

（２）
２

（２）
２

（０）
０

（２４）
１４,８５７

合　　計

備考：１　件数は、不服申立てをした個々の職員１人をもって１件としています。

　　　２　（　）は、事案数です。

　　　３　「Ａの処理件数」２は、判定を行ったもの（処分承認）が１件、取り下げの受理が１件です。
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